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氏名    ：沼田 夫左与 

学位論文題目：シェアリングエコノミーの思想と展望 －持続可能性の側面に注目して－ 
 
 

論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 

急速なデジタル化の進展とともに、モノやサービスを交換・共有する新しい経済活動とし

てシェアリングエコノミーへの注目が高まっている。シェアリングエコノミーは、個人等

が保有する有形・無形の資産（モノ・サービス・デジタル情報等）を、インターネット上

のプラットフォームを介して、有償・無償にかかわらず他の個人も利用可能とする活動で

ある。 

Airbnb や Uber などに代表されるプラットフォーム企業の急成長が話題となる一方で、資

源の有効活用を実現し、参加する個人のつながりを生み出す可能性など、経済成長に対す

るアルタナディブとしての期待もみられる。 

 新しい経済システムであるシェアリングエコノミーの先行研究は限定的で、理論や思想

を扱ったものはきわめて少ない。本研究は、シェアリングエコノミーの思想を明らかにす

ることで、シェアリングエコノミーを位置づけ直すとともに、シェアリングエコノミーの

二面性を示し、持続可能性とのかかわりから分析・検討を進め、今後の展望に言及しよう

とするものである。 

論文は、序章・第Ⅰ部・第Ⅱ部・第Ⅲ部・終章・附章から成る。 

序章では、研究の背景、目的、意義とともに、先行研究のレビューと研究の独自性が示

されている。 

第Ⅰ部は、シェアリングエコノミーとは何かを明らかにしている。第 1 章では、用語を

めぐる経緯と定着が詳細に描かれている。その中で、用語の起源は 2008 年のローレンス・

レッシングとされてきたのに対し、伊藤穣一による「The Sharing Economy 」(2004)に見

られることを発見している。第 2 章では、シェアリングエコノミーと称される以前の先行

研究に遡り、多様な定義から構成要素を抽出し、具体的なプラットフォームと照らし合わ

せ、シェアリングエコノミーの定義を再検討している。第 3章では、シェアリングエコノ

ミーの国際的な展開をとりあげている。 

第Ⅱ部は、シェアリングエコノミーの思想が明らかにされている。第 4 章ではシェアリ

ングエコノミーの二面性を指摘し、持続可能性をめぐる国際動向との関係を示している。

第 5 章では、持続可能性につながるシェアリングエコノミーの思想の源流に遡り、丁寧で

詳細な掘り起こしを行っている。特に、伝統的シェアリングエコノミー、コモンズ、贈与

経済との関係や位置づけを示し、4つの視座を導き出し、分析を施している。第 6 章では、

これらを踏まえ、持続可能性にかかわる国連の政策文書等を検討し、4 つの視座のうち

Relationship の課題等を指摘している。 

第Ⅲ部は、シェアリングエコノミーの実証分析と持続可能性の実現に向けた展望が描か

れている。第 7章では、地域におけるシェアリングエコノミーの活用事例 135 件をとりあ

げ、地域課題と関連づけて分析している。そこでは、主体となるインターネット上のプラ

ットフォーム・提供者・利用者の他に、運営等を担う中間組織の存在や、市民参加を促す
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仕組みが見いだされた。第Ⅱ部で課題となったオンラインでの Relationship については、

信頼の醸成のために実際に会う機会を設けるケースが多く見られた。また、プラットフォ

ーム内での間接的互酬性に比べ、地域や世代を超えた広い環での間接的互酬性は確認が困

難であったことや、遊休資産を活用するモノの共有では、Ecological な視座が認められた

ものの、人と人とのかかわりはあまり見られず、広くて緩い人々のつながりの必要性が示

唆された。第 8章では、シェアリングエコノミーの持続可能性にかかわる問題を明らかに

している。具体的には、ヒエラルキーを再現するプラットフォームの問題、提供者として

の個人と利用者としての個人に関する問題、格差を生み出すシェアリングエコノミーの利

活用、自然資源の保全を妨げるシェアリングエコノミーの利用促進等である。第 9 章では、

問題への対応を検討することで、シェアリングエコノミーの持続可能性に向けた展望を探

り、シェアリングエコノミーの主体、プラットフォームの可能性、消費者教育への新たな

期待から言及している。また、プラットフォーム企業の巨大化を防ぐための機能の共有・

分散化や、社会・環境への配慮を併せ持つ企業目的の変更など、新しいプラットフォーム

の在り方に着目し、プラットフォーム協働組合、ベネフィット・コーポレーション、分散

型自立式（DAO）の 3 つを提起している。 

終章では、研究全体の総括とともに、課題と展望をまとめ、附章では、シェアリング

エコノミーの背景にあるインターネット環境の発展を、利用者の視点からとらえて補足し

ている。 

本研究は、シェアリングエコノミーの生成過程や、関連する研究の展開を丁寧にフォロ

ーし、思想の源流に遡ってその詳細を明らかにし、体系的に示した意欲的な労作といえる。

また、シェアリングエコノミーのもつ二面性から持続可能性に注目し、実証的な調査研究

を行っており、全体として高い水準の内容になっている。 

 審査委員会は、研究課題の意義と重要性、研究方法の妥当性、分析・考察の適格性、さ

らに独自性と具体性について審査し、博士論文として十分な内容に到達していると、全員

一致で判断した。 


